
 

（別記） 

京丹後市特定居住支援法人の指定等に関する事務取扱要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律（平成１９年

法律第５２号。以下「法」という。）第２８条第１項の規定に基づく特定居住支援法

人（以下「支援法人」という。）の指定等に関し必要な事項を定め、二地域居住（市

外に住所を有する者が定期的な滞在のため市内に居所を定めることをいう。以下同

じ。）の促進、関係人口及びふるさと住民（住所地以外の地域に継続的に関わる人を

いう。以下同じ。）の創出・拡大並びに地域コミュニティの維持及び活性化を図るこ

とを目的とする。 

（指定の申請） 

第２条 法第２８条第１項の規定による支援法人の指定を受けようとする者（以下「申

請者」という。）は、京丹後市特定居住支援法人指定申請書（別記様式第１号）を市

長に提出するものとする。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

(1) 定款 

(2) 法人登記事項証明書 

(3) 役員の氏名、住所及び略歴を記載した書面 

(4) 法人の組織及び沿革を記載した書面並びに事務分担を記載した書面 

(5) 前事業年度の事業報告書、収支決算書及び貸借対照表 

(6) 当該事業年度の事業計画書及び収支予算書 

(7) これまでの二地域居住の促進、関係人口及びふるさと住民の創出・拡大並びに

地域コミュニティの維持及び活性化に関する活動実績を記載した書面 

(8) 法第２９条各号に規定する業務に関する計画書 

(9) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（支援法人の指定） 

第３条 市長は、前条第１項の規定による申請書の提出があった場合において、申請

内容が次の各号のいずれにも該当すると認めるときは、当該申請者を支援法人とし

て指定するものとする。 

(1) 申請者が、特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定



 

する特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は特定居住の促

進を図る活動を行うことを目的とする法人であること。 

(2) 第８条の規定により指定を取り消され、その取消しの日から２年を経過しない

者でないこと。 

(3) 京丹後市暴力団排除条例（平成２４年京丹後市条例３９号）第２条第４号に規

定する暴力団員等又は同号に規定する暴力団員等でなくなった日から５年を経過

しない者が、その事業活動を支配するものでないこと。 

(4) 役員のうちに次のいずれかに該当する者がいないこと。 

ア 未成年者 

イ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

ウ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なった日から２年を経過しない者 

(5) 申請者が支援法人として行おうとする業務の内容が、法第２９条各号に規定す

る業務として適切であり、二地域居住の促進、関係人口及びふるさと住民の創出・

拡大、空き家等の地域資源の活用又は地域コミュニティの維持及び活性化に資す

るものであること。 

(6) 申請者が、必要な人員の配置、個人情報の保護その他業務を適正かつ確実に遂

行するために必要な措置を講じていること。 

(7) 申請者が、業務を持続的に継続するために必要な経理的基礎を有すること。 

２ 市長は、申請者を支援法人として指定した場合は、京丹後市特定居住支援法人指

定通知書（別記様式第２号）により当該申請者に通知するとともに、当該支援法人の

名称又は商号、住所及び事務所又は営業所の所在地を公示するものとする。 

（名称等の変更） 

第４条 法第２８条第３項の規定による変更の届出は、名称等変更届出書（別記様式

第３号）により行うものとする。 

２ 支援法人は、その業務の内容を変更しようとするときは、あらかじめ業務変更届

出書（別記様式第４号）を市長に提出するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公示する

ものとする。 

（業務の廃止） 



 

第５条 支援法人は、その業務を廃止したときは、直ちに業務廃止届出書（別記様式第

５号）により市長に届け出るものとする。 

２ 市長は、前項の規定による業務の廃止の届出を受けたときは、法第２８条第１項

の規定による指定を取り消すとともに、当該支援法人の名称又は商号、住所、事務所

又は営業所の所在地及び業務の廃止の届出を受けた日を公示するものとする。 

（事業の報告） 

第６条 支援法人は、事業年度開始前、その事業年度の事業計画書及び収支予算書を

市長に提出するものとする。 

２ 支援法人は、事業年度終了後、遅滞なくその事業年度の事業報告書、収支決算書及

び貸借対照表を市長に提出するものとする。 

（改善命令） 

第７条 市長は、法第３０条第２項の規定により、支援法人が業務を適正かつ確実に

実施していないと認めるときは、支援法人に対し、その業務の運営の改善に関し必

要な措置を講ずることを命ずるものとする。 

（指定の取消し） 

第８条 市長は、法第３０条第３項の規定により、支援法人が同条第２項の規定によ

る命令に違反したとき、第３条第１項第１号、第３号若しくは第４号に掲げる要件

に該当しないこととなったとき又は不正な手段により指定を受けたときは、同条の

規定による指定を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により指定の取消しを行う場合は、指定取消書（別記様式第６

号）により当該支援法人に通知するとともに、当該支援法人の名称又は商号、住所、

事務所又は営業所の所在地及び取消日を公示するものとするものとする。 

（支援法人の役割） 

第９条 支援法人は、市、地域住民、関係団体及び民間事業者と連携し、二地域居住の

促進、関係人口及びふるさと住民の創出・拡大並びに空き家等の地域資源の活用を

通じて、持続可能な地域づくりに資するよう努めるものとする。 

（その他） 

第 10 条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和８年６月１５日から施行する。 



 

  



 

別記様式第１号（第２条関係） 

 

年  月  日 

京丹後市長 

法人の住所                 

法人の名称又は商号             

代表者氏名                 

 事務所又は営業所の所在地          

 

京丹後市特定居住支援法人指定申請書 

 

京丹後市特定居住支援法人の指定等に関する事務取扱要綱（令和８年京丹後市告示

第２１７号）第２条第１項の規定による支援法人の指定を受けたいので、下記のとお

り、誓約事項を誓約のうえ申請します。 

 

記 

１ 誓約事項 

(1) 京丹後市暴力団排除条例（平成２４年京丹後市条例３９号）第２条第４号に規

定する暴力団員等又は同号に規定する暴力団員等でなくなった日から５年を経過

しない者が、その事業活動を支配するものでないこと。 

(2) 役員のうち次のいずれかに該当する者がないこと 

ア 未成年者 

イ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

ウ 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は刑の執行を受けるこ

とがなくなった日から２年を経過しない者 

 

２ 特定居住支援法人として行おうとする業務（該当する□に✓印を記入） 

□ 特定居住者又は特定居住を希望する者に対する特定居住に関する情報の提供又

は相談その他の特定居住に関し必要な援助 

□ 特定居住促進区域における特定居住拠点施設及び特定居住者の生活の利便性の



 

向上又は就業の機会の創出に資するため必要な設備の整備 

□ 特定居住の促進に関する調査研究 

□ 特定居住に関する普及啓発 

□ その他の特定居住の促進のために必要な事業 

  （                                 ） 

 

３ 添付書類 

(1) 定款 

(2) 登記事項証明書 

(3) 役員の氏名、住所及び略歴を記載した書面 

(4) 法人の組織及び沿革を記載した書面並びに事務分担を記載した書面 

(5) 前事業年度の事業報告書、収支決算書及び貸借対照表 

(6) 当該事業年度の事業計画書及び収支予算書 

(7) これまでの二地域居住の促進、関係人口及びふるさと住民の創出・拡大並び

に地域コミュニティの維持及び活性化に関する活動実績を記載した書面 

(8) 法第２９ 条各号に規定する業務に関する計画書 

(9) その他業務に関し参考となる書類 

  



 

別記様式第２号（第３条関係） 

 

 第  号 

年  月  日 

法人の住所 

法人の名称又は商号 様 

京丹後市長       

 

 

京丹後市特定居住支援法人指定通知書 

 

  年  月  日付の申請については、審査の結果適正であるので、下記のと

おり京丹後市特定居住支援法人の指定に関する事務取扱要綱（令和８年京丹後市告示

第２１７号）第３条第２項の規定による特定居住支援法人として指定します。 

 

記 

１ 法人の名称又は商号： 

２ 法人の住所： 

３ 事務所又は営業所の所在地： 

４ 業務内容： 

５ 指定に当たっての要件その他の事項： 

(教示) 

1 この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て3箇月以内に、京丹後市長に対して審査請求をすることができます(なお、この決定が

あったことを知った日 の翌日から起算して3箇月以内であっても、この決定の日の翌日

から起算して1年を経過すると審査請求をすることができなくなります。)。 

2 この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から6箇月以内に、京丹

後市を被告として(訴訟において京丹後市を代表する者は京丹後市長となります。)、処

分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この決定があったことを知った日

の翌日から起算して6箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して1年を経過

すると処分の取消しの訴えをすることができなくなります。)。ただし、審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から6箇月以内

に、処分の取消しの訴えを提起することができます。 



 

別記様式第４号（第４条関係） 

 

年  月  日 

京丹後市長 

特定居住支援法人の名称又は商号       

代表者氏名              

業務変更届出書 

 

京丹後市特定居住支援法人の指定等に関する事務取扱要綱（令和８年京丹後市告示

第２１７号）第４条第２項の規定により届け出ます。 

 

変更予定年月日 年   月   日 

変更の内容 

変更前 

 

変更後 
 

変更の理由 

 

 

  



 

別記様式第５号（第５条関係） 

 

年  月  日 

京丹後市長 

特定居住支援法人の名称又は商号       

 

代表者氏名              

 

 

業務廃止届出書 

 

特定居住支援法人の業務を廃止したので、京丹後市特定居住支援法人の指定等に関

する事務取扱要綱（令和８年京丹後市告示第２１７号）第５条第１項の規定により届

け出ます。 

 

廃止年月日 年   月   日 

廃止の理由 

 

  



 

別記様式第６号（第８条関係） 

 

 第  号 

年  月  日 

特定支援法人の名称又は商号 

代表者氏名      様 

京丹後市長       

 

 

指定取消書 

 

京丹後市特定居住支援法人の指定等に関する事務取扱要綱（令和８年京丹後市告示

第２１７号）第８条第２項の規定により、特定居住支援法人の指定を取り消します。 

 

指定取消年月日 年   月   日 

指定取消の理由 

 

(教示) 

1 この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て3箇月以内に、京丹後市長に対して審査請求をすることができます(なお、この決定が

あったことを知った日の翌日から起算して3箇月以内であっても、この決定の日の翌日

から起算して1年を経過すると審査請求をすることができなくなります。)。 

2 この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から6箇月以内に、京丹

後市を被告として(訴訟において京丹後市を代表する者は京丹後市長となります。)、処

分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この決定があったことを知った日

の翌日から起算して6箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して1年を経過

すると処分の取消しの訴えをすることができなくなります。)。ただし、審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から6箇月以内

に、処分の取消しの訴えを提起することができます。 


